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１．生産活動の評価の見直し



１．生産活動の評価の見直し

前々々年度 前々年度 前年度 スコア
＋ ＋ ＋ 60点
− ＋ ＋ 50点
− − ＋ 40点
− ＋ − 20点
＋ − − −10点
− − − −20点

（賃金及び工賃）
第192条 （略）
２ 指定就労継続支援Ａ型事業者は、生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業
に必要な経費を控除した額に相当する金額が、利用者に支払う賃金の総額以上となるよ
うにしなければならない。



２．利用者の知識・能力向上のための
支援の評価



２．利用者の知識・能力向上のための支援の評価

利用者の知識・能力の向上のための支援を実施し、当該支援の
具体的な内容並びに利用者、連携先の企業及び事業所等の意見等
を記載した報告書を作成し、インターネットの利用その他の方法
により公表している場合に、10 点のスコアを算定する。（スコ
ア告示）



利用者の知識・能力向上のための支援 取組方法

(１) 社会福祉協議会やハローワーク、地域障害者職業センター、障害者就業・生
活支援センター、企業等の関係機関の職員が講師として実施する。（スコア
告示）

※ 就労継続支援A型事業所が、研修等の企画準備から実施まで主体的に関わる
こととし、関係機関単独で取り組むことがないようにすること。（R6厚労省Q
＆A VOL.５ 問４）

(２) (１)の関係機関と連携して、内容を十分に理解した当該就労継続支援Ａ型事
業所の職員が実施することも可能とする。ただし、その場合には、当該関係
機関と連携している旨を公表の際に記載すること。（スコア告示）



利用者の知識・能力向上のための支援 取組例
・ハローワークや障害者就業・生活支援センター、地域障害者職業センターと連携し、社会の

ルール、ビジネスマナーの研修や、模擬面接、企業見学等の一般就労に向けた取組を行う。
（スコア告示）

・施設外就労先の企業等と連携し、就労継続支援Ａ型事業所が請け負っている生産活動以外に
関する仕事に関する研修を行う。（スコア告示）

・衣料品業界や化粧品業界の企業による身だしなみ研修を行う。（スコア告示）

・社会福祉協議会や社会保険労務士等から金銭管理等の研修等を受け、内容を十分に理解した
事業所の職員が、事業所の利用者に対して、金銭管理等の勉強会を行う。（スコア告示）

・就労継続支援Ａ型事業所の職員及び利用者が請負先の企業等の作業現場を見学し、仕事に関
するノウハウを学び、事業所内で共有する場合。（R6厚労省Q＆A VOL.５ 問４）

・地域の就労支援機関の職員が就労継続支援Ａ型事業所に出向き、就労継続支援Ａ型事業所の
職員及び利用者に対してＪＳＴ（職場対人技能トレーニング）研修を行う場合。（R6厚労
省Q＆A VOL.５ 問４）



利用者の知識・能力向上のための支援 あてはまらない取組例

・障害者就業・生活支援センターへの登録及び相談等への同行。

・公共職業安定所での職業相談や面接等への同行。

・個別の利用者に限った支援（地域障害者職業センターの職業評価、職業準備支援、ジョ
ブコーチ支援等）を目的として実施する場合。

・関係機関が実施する研修・講座に利用者のみ参加させる場合。

・一般就労後の定着支援。



３．経営改善計画の作成状況による評価



３．経営改善計画の作成状況による評価

就労継続支援Ａ型事業所等が都道府県等から経営改善計画の提出を求め
られた際に、指定された期⽇までに提出されていない場合には、−50 点の
スコアを算定する。（スコア告示）



経営改善計画について
（令和６年３月29日付け障障発0329第７号「就労移行支援事業、就労継続支援事業（A型、B型）における留意事項について」）

（略）実地指導又は就労支援事業別事業活動明細書等を提出させることに
より実態を把握し、都道府県等は、指定基準第 192 条第２項を満たさない
場合、経営改善計画書等を提出させるとともに、必要に応じて社会福祉法
人会計基準又は就労支援事業会計基準に基づく会計書類等を提出させ、原
則１年間の経営改善のための猶予期間とする。

１年後



事業者が経営改善計画書を作成した場合には、計画始期から１年経過した
後に、その実行状況と経営改善状況を確認することとする。計画終期にお
いて事業者が指定基準を満たさない場合であっても、以下のいずれかに該
当する場合は、更に１年間（２年目）の経営改善計画を作成させることを
認めることとする。
・生産活動に係る事業の収入額が増加している又は生産活動に係る事業に

必要な経費が減少しており、今後、収益改善の見込みがあると都道府県
等が認める場合

・生産活動に係る事業の収入額が利用者に支払う賃金総額以上である場合
・提出済みの経営改善計画に基づく改善の取組について、具体的に実施し

ており、今後経営改善の見込みがあると都道府県等が認めた場合

１年後

経営改善計画について
（令和６年３月29日付け障障発0329第７号「就労移行支援事業、就労継続支援事業（A型、B型）における留意事項について」）



こうした２年間の経営改善期間内で指定基準第 192 条第２項を満たさない
場合であっても、都道府県等が今後も経営の改善が見込まれると認める場
合であって、以下のいずれかの条件を満たす場合には追加で（３年目以
降）更なる経営改善計画書等を作成させることができる。
・経営改善計画期間中に生産活動に係る事業の収入額が増加している又は

生産活動に係る事業に必要な経費が減少しており、収益改善が認められ
る

・利用者の平均労働時間が⻑くなっている
・利用者に支払う賃金総額が増えている
経営改善の見込みがない場合又は計画の結果、指定基準を満たさない場合
には、勧告・命令の措置を講じ、指定の取り消し又は停止を検討すること。

経営改善計画について
（令和６年３月29日付け障障発0329第７号「就労移行支援事業、就労継続支援事業（A型、B型）における留意事項について」）


